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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移
 

回次 第47期 第48期 第49期 第50期 第51期

決算年月 平成25年12月 平成26年12月 平成27年12月 平成28年12月 平成29年12月

営業収益 （千円） 85,502 87,552 96,695 98,326 97,133

経常利益 （千円） 32,300 26,828 38,295 39,415 38,218

当期純利益 （千円） 19,791 15,985 23,896 25,943 25,965

持分法を適用した場合の投資

利益
（千円） - - - - -

資本金 （千円） 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000

発行済株式総数 （株） 600,000 600,000 600,000 600,000 600,000

純資産額 （千円） 823,034 833,020 850,916 870,860 877,869

総資産額 （千円） 866,983 887,155 907,577 923,986 943,265

１株当たり純資産額 （円） 1,371.72 1,388.36 1,418.19 1,517.20 1,530.54

１株当たり配当額

（円）

10.00 10.00 10.00 10.00 10.00

（うち１株当たり中間配当

額）
（-） （-） （-） （-） （-）

１株当たり当期純利益金額 （円） 32.98 26.64 39.82 44.20 45.25

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
（円） - - - - -

自己資本比率 （％） 94.9 93.8 93.7 94.2 93.1

自己資本利益率 （％） 2.4 1.9 2.8 2.9 2.9

株価収益率 （倍） - - - - -

配当性向 （％） 30.3 37.5 25.1 22.1 22.1

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △17,972 55,818 34,898 29,503 33,298

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △121,212 △30,773 43,298 △100,000 △60,000

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △7,737 △5,186 △5,183 △5,196 △5,104

現金及び現金同等物の期末残

高
（千円） 54,492 74,351 147,365 71,672 39,866

従業員数 （人） 2 2 2 2 2

（注）１．当社は連結財務諸表を作成していないので、「最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」につい

ては記載していない。

２．営業収益には消費税等は含んでいない。

３．当社は関連会社を有していないので、持分法を適用した場合の投資利益は記載していない。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

５．当社株式は、未上場のため株価収益率については記載していない。
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２【沿革】

昭和42年６月28日 『全国旅館生活衛生同業組合連合会』が母体として出資し、旅館関係諸団体の相互協調

や、業界の健全な発展を図ることを目的として創立された。

（資本金　　50百万円　10万株）

昭和42年９月28日 割当増資　10万株（資本金　 50百万円）

昭和43年４月19日 公募増資　20万株（資本金　100百万円）

昭和45年４月１日 「全国旅館会館」ビル竣工

昭和46年11月５日 公募増資　20万株（資本金　100百万円）

 

３【事業の内容】

　当社は不動産の賃貸業を事業目的としている。貸ビル事業のみの単一セグメントの為、セグメント情報は記載して

いない。

(1）所有土地　　　1,260.06㎡

(2）所有建物　　　2,590.11㎡

　全国旅館会館建物（地下２階、地上７階）を全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合会（全旅連）と

区分所有しており、地下２階から地上３階までを当社が所有している。

(3）収益

(イ）家賃　　　賃貸借契約に基づき1,660㎡をテナントに賃貸し、家賃を収納している。

(ロ）地代　　　全旅連から地代を収納している。

(ハ）駐車料　　敷地内駐車場より駐車料を収納している。

(4）ビル管理　専門業者との委託契約に基づきこれを行ない、当社が総括管理している。

 

４【関係会社の状況】

　該当事項はない。

 

５【従業員の状況】

(1）従業員数、平均年齢、平均勤続年数及び平均年間給与

(平成29年12月31日現在)
 

区分 従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

本社の事務 2   68.7 6.8 4,406

　（注）　従業員数は就業人員であり、平均年間給与は賞与及び基準外賃金を含んでいる。

 

(2）労働組合の状況

　労働組合の結成はない。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当年度の世界経済は、欧米中の堅調さが主要新興国にも影響し、経済の回復を速めているとともに、石油等のエ

ネルギー資源国が経済的な最悪期を脱しつつあることも背景に、主要国全般の実質的ＧＤＰ成長率は3％台半ばで

推移しており、昨年にも増して堅調なペースで景気拡大が持続されてきました。

　日本経済は、北朝鮮情勢、大手製造業の検査不正・データ改ざん問題の発覚等により経済への影響が懸念されま

したが、実質ＧＤＰ速報値が７四半期連続でプラスであることが示す通り、緩やかに成長しています。これは、世

界経済の景気拡大の影響も受け、円安、輸出増等により企業業績が良化された結果でもあります。さらには、雇用

情勢、個人消費も回復基調にあり、賃金の伸び悩みはあるものの安定的に推移してきました。

　不動産業界は、東京23区商業地の基準地価は、昨年より5.9％（昨年4.9％）上昇すると共に、東京ビジネス地区

（千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区の5区）12月の空室率は3.12％まで低下し、昨年同様ほぼ満床状況が

続き、総じて不動産業界は活況を呈しております。

　このような環境下で、当社平成29年の営業概況は、営業収益97,133千円（前年比98.8％）、営業費用62,811千円

（前年比99.8％）となり、経常利益では38,218千円（前年比97.0％）を計上いたしましたが、減収減益となりまし

た。また税引後の純利益では25,965千円（前年比100.1％）を計上いたしました。これは、今年度に入り、一部テ

ナントの賃料滞納による預り敷金からの充当、退去に伴う原状回復費の負担、さらに新テナントが入居するまでの

実質5か月の空室期間があった結果です。次年度も一部テナントの退室が予定されているおりますが、極力空室期

間がないよう営業努力に努めるとともに、全体の経費節減にも務めてまいります。

　当ビルは、2030年にビル竣工後60年を迎えます。先般、耐震補強工事、内部リニューアル工事を完了させ、しば

らくの間は現状を維持しつつ有効に活用していくこととしていますが、10数年後には当ビルを建替えることを前提

に、建替の資金確保、また、その間、快適なオフィス環境を維持するための設備更新等費用も必要になります。従

いまして、今後もこれらの資金需要に対応するため、今年度の配当金につきましても昨年度同様2％にさせていた

だきたくお願い申し上げる次第です。

　当社といたしましても、引き続きテナントの安定確保と経費の節減に努めてまいりますので、株主の皆様のご理

解を賜りますようお願い申し上げます。

 

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当事業年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末に比べ31,806千円減

少　　し、当事業年度末は、39,866千円（対前年比55.6%）となった。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により増加した資金は、33,298千円（前年は29,503千円の増加）である。

　これは、税引前当期純利益38,218千円及び法人税等の支払額等によるものである。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果減少した資金は、60,000千円（前年は100,000千円の減少）である。

　これは、有価証券の償還による収入210,000千円と投資有価証券取得による支出240,000千円、定期預金の預入

れ　による支出30,000千円によるものである。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果減少した資金は、5,104千円（対前年比98.2%）である。

　これは、配当金支払額5,077千円によるものである。
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２【営業収入の状況】

(1）営業収入の内訳

　当社は単一セグメントであり、セグメント情報を記載していないため、種類別に示すと次の通りである。

 収入金額（千円） 前年同期比（％） 構成比（％）

家賃収入 74,799 99.1 77.0

地代収入 16,000 100.0 16.5

駐車場収入 6,333 92.5 6.5

計 97,133 98.8 100.0

（注）１．金額には消費税等は含まれておりません。

２．前事業年度及び当事業年度における主な相手先別の営業収入、及び当該営業収入の総営業収入に対する割合

は次のとおりであります。

相手先

前事業年度
（自　平成28年１月１日
至　平成28年12月31日）

当事業年度
（自　平成29年１月１日
至　平成29年12月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合会 16,000 16.2 16,000 16.4

Ｓ＆Ｙコーポレーション有限責任事業組合 16,369 16.6 16,649 17.1

３．金額には消費税等は含まれておりません。

 

３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　経営環境は、世界経済の景気拡大の影響を受け、円安、輸出増等により企業業績が良化された結果、日本経済も緩

やかに成長しており、首都圏の不動産業界も総じて活況を呈しております。今後も首都圏、特に都心部のオフィス需

要は期待されており、より効率的な使い方のできる大規模ビルへの移転需要は底堅く、既存ビルは依然厳しい状況が

予測されます。このような状況の中、当社は引き続き設備機器等の更新を行い、既存テナントの維持及び新規テナン

ト獲得を推し進めたいと考えております。また、老朽化しているビルの建替に向けて、財務基盤の充実を図ります。

 

 

４【事業等のリスク】

　当社の事業内容は、自社ビル貸室の賃貸が主体であり、主要なテナントは企業である。

　オフィス需要は景気動向に影響を受けやすく、景気が悪化すると空室率の上昇、賃料下落等に繋がりそれにより業

績は大きく左右される。

　業界環境として東京ビジネス地区の12月末での空室率は3.12％となり(3％を超えると借手が有利)、オフィスビル

市場では、テナント獲得のための競争が一段と激しさを増してきている。

 

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はない。

 

６【研究開発活動】

　該当事項はない。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）財政状態

①資産の部

　資産合計は、943,265千円となり、前事業年度末比19,279千円（2.0％）の増加となった。

　これは、投資有価証券の取得により、投資有価証券が増加したことによる。

 

②負債の部

　負債合計は、65,396千円となり、前事業年度末比12,270千円(23.0％)の増加となった。

これは、自己株式取得による長期未払金の増加によるものである。

 

③純資産の部

　純資産合計は、877,869千円となり、前事業年度末比7,009千円（0.8％）の増加となった。

　これは、当期純利益計上による利益剰余金の増加によるものである。

 

(2）経営成績

　当事業年度の経営成績は、主たる家賃は、昨年より683千円ほど下回り、74,799千円(前年比99.1％)、これに地

代・駐車場収入を加え、収入合計97,133千円(前年比98.8％)となった。

　支出面においては、相対的に運営管理の節減に努めたが、営業費用は62,811千円(前年比99.8％)になった。

　その結果、経常利益で38,218千円（前年比97.0％）、当期純利益25,965円（前年比100.1％）となった。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

　キャッシュ・フローの状況については、1.業績等の概要に記載している。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度において重要な設備の除却、売却等はない。

 

２【主要な設備の状況】

　当社は、貸ビル事業のみの単一セグメントである。

（平成29年12月31日現在）
 

事業所名（所在地） 設備の内容

帳簿価額
従業員数
（人）

建物（千円）
土地（千円）
（面積㎡）

その他
（千円）

合計
（千円）

本社

（東京都千代田区）

賃貸用設備及び

業務施設
141,083

203,637

(1.260)
6,116 350,837 2

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　　　　当事業年度末現在における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。

　　　(1)重要な設備の新設

　　　　　該当事項はない。

　　(2)重要な設備計画の完了

       該当事項はない。

　　　(3)重要な設備の除却等

　　　　　該当事項はない。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 800,000

計 800,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年３月23日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 600,000 600,000 －
単元株制度を採

用していない

計 600,000 600,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はない。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はない。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はない。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

昭和46年11月５日 200,000 600,000 100,000 300,000 － －

 

（６）【所有者別状況】

平成29年12月31日現在
 

区分

株式の状況
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） - - - 2,269 - - 537 2,806 -

所有株式数（株） - - - 538,311 - - 61,689 600,000 -

所有株式数の割合

（％）
- - - 89.7 - - 10.3 100.0 -

　　(注）自己株式は「その他の法人」に26,433株含まれております。
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（７）【大株主の状況】
 

  平成29年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

全国旅館ホテル生活衛生同業組合連

合会
東京都千代田区平河町2-5-5 148 24.67

愛知県ホテル旅館生活衛生同業組合 愛知県名古屋市中区栄4-14-21 16 2.67

株式会社静岡中島屋ホテルチェーン 静岡県静岡市葵区紺屋町3-10 15 2.50

静岡県ホテル旅館生活衛生同業組合 静岡県静岡市葵区紺屋町11-1　浮月ビル 8 1.49

小林　毅 東京都千代田区 7 1.31

大分県旅館ホテル生活衛生同業組合 大分県別府市楠町17-5　別府商工会館内 7 1.28

伊東温泉旅館ホテル協同組合 静岡県伊東市中央町13-28 7 1.21

兵庫県旅館ホテル生活衛生同業組合 兵庫県神戸市中央区下山手通7-1-30 6 1.07

増田　延子 大阪府堺市堺区 6 1.02

園山　繁 島根県出雲市 5 0.83

計 － 228 38.09

　　(注）上記のほか、自己株式が26千株あります。

 

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式）

普通株式 26,433
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 573,567 573,567 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 600,000 － －

総株主の議決権 － 573,567 －

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

(自己保有株式）

株式会社        

全国旅館会館

東京都千代田区平

河町2丁目5番5号
26,433 - 26,433 4.40

計 － 26,433 - 26,433 4.40
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（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はない。

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第8号の規定に基づく取得。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はない。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成29年９月21日）での決議状況（取得期間平

成29年12月31日）
426 213,000

当事業年度前における取得自己株式 26,007 13,003,500

当事業年度における取得自己株式 426 213,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 - -

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） - -

当期間における取得自己株式 - -

提出日現在の未行使割合（％） - -

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はない。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株）
処分価額の総額

(円）
株式数(株）

処分価額の総額

(円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株

式
- - - -

消却の処分を行った取得自己株式 - - - -

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
- - - -

その他（-） - - - -

保有自己株式 26,433 - 26,433 -

 

 

３【配当政策】

　当社は、自社ビル貸室の賃貸を事業目的に設備を保有し運営を行っている。

　固定的な営業収入および設備保全費を主体とする営業形態からみて、将来のビル建替支出に備えての内部留保を重

視した上で、株主総会の決議により、安定的な期末１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としている。

　この基本方針のもと、配当は年１回とし、株主総会において配当額を決定している。

　当事業年度に係る剰余金の配当は、平成30年３月15日の株主総会で１株当り10円とし配当総額は573万円と決定し

た。

 

４【株価の推移】

　当社の株式は、証券取引所に上場されていないので、記載を省略した。
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５【役員の状況】

男性　7名　女性　0名　（役員のうち女性の比率-％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役社

長
　　　－ 滝　多賀男 昭和11年11月１日生

昭和50年５月　「水明館」を経営(現在)

平成5年６月　全国旅館生活衛生同業組合連合会理事

平成5年６月　（社）国際観光旅館連盟副会長

平成9年３月　当社監査役

平成15年６月　（社）日本温泉協会会長

平成17年５月　岐阜県旅館ホテル生活衛生同業組合理

事長（現在）

平成17年６月　全国旅館生活衛生同業組合連合会常務

理事

平成18年３月　当社取締役

平成23年６月　全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合

会副会長（現在）

平成28年３月　当社代表取締役社長（現在）

注① 2

※　取締役 　　　－ 大木　正治 昭和26年１月10日生

平成11年１月　「ホテル葛城」を経営（現在）

平成5年６月　全国旅館生活衛生同業組合連合会理事

平成17年５月　愛媛県旅館ホテル生活衛生同業組合理

事長（現在）

平成17年６月　全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合

会副会長（現在）

平成18年３月　当社取締役（現在）

注① -

※　取締役 　　　－ 佐藤　勘三郎 昭和36年８月４日生

平成15年６月　全旅連青年部副部長

平成17年８月　「ホテル佐勘」を経営（現在）

平成19年６月　宮城県ホテル旅館生活衛生同業組合理

事長（現在）

平成19年６月　全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合

会副会長（現在）

平成24年３月　当社取締役（現在）

注① -

取締役会長 　　　－ 多田　計介 昭和26年７月23日生

平成10年９月　「美湾荘」を経営（現在）

平成27年５月　石川県旅館ホテル生活衛生同業組合理

事長（現在）

平成27年6月　全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合

会副会長（現在）

平成29年6月　全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合

会会長（現在）

平成30年3月　当社取締役会長（現在）

注① -

※　取締役 　　　－ 齊藤　源久 昭和23年２月16日生

昭和54年4月　「ニューショーヘイ」を経営（現在）

平成26年5月　東京都ホテル旅館生活衛生同業組合理

事長（現在）

平成26年６月　全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合

会副会長（現在）

平成28年３月　当社取締役（現在）

注① -

※　監査役 　　　－ 潘　　桂華 昭和19年４月１日生

平成７年６月　「ビジネスホテルバン」を経営(現在)

平成９年６月　全国旅館生活衛生同業組合連合会監事

平成15年６月　全国旅館生活衛生同業組合連合会副会

長

平成16年５月　東京都ホテル旅館生活衛生同業組合理

事長

平成18年３月　当社監査役（現在）

注② -
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

※　監査役 　　　－ 武田　將次郎 昭和18年４月12日生

昭和56年９月　安房鴨川㈱吉田屋「鴨川館」を経営

(現在)

平成25年６月　千葉県ホテル旅館生活衛生同業組合理

事長（現在）

平成25年６月　全国旅館生活衛生同業組合連合会常務

理事

平成27年３月　当社監査役（現在）

注③ -

計 2

※印の当社取締役、及び監査役は、社外取締役、又は社外監査役である。

注①「平成30年３月15日開催の株主総会から２年間」

②「平成30年３月15日開催の株主総会から４年間」

③「平成27年３月18日開催の株主総会から４年間」

 

EDINET提出書類

株式会社全国旅館会館(E03896)

有価証券報告書

12/37



６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、（ア）株主並びにビル入居テナントの皆様及び従業

員などの利害関係者に対する企業価値の最大化を図るための経営統治機能、（イ）より効率的な意思決定を行うため

の経営統治機能、の２点を基本的な考え方としている。

 

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況等

①　当社は監査役制度採用会社であり、役員の構成は、取締役5名、監査役2名からなっている。

取締役会において、経営の基本方針ならびに重要な業務執行を決定し、重要課題については、代表取締役、会

長、総務・財務担当取締役により構成されている「常務会」において詳細な審議を行い迅速な対応を図ってい

る。

②　当社の取締役は25名以内としている。

③　取締役の選任決議は株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、議決権の過半数をもって行なう。また、取締役の選任決議については累積投票によらないものと

する旨も定めている。

④　会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行なう。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩

和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものである。

⑤　当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸策を機動的に遂行するこ

とを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己

の株式を取得することができる旨を定款で定めている。

⑥　監査役は取締役会、また必要があれば常務会にも出席し、意見具申や代表取締役の業務執行状況の監督及び業

務監査を実施し、チェックを行っている。

⑦　当社は社員２名のため特に内部監査部門はない。

⑧　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、浅山英夫、桐山武志の２名であり、東陽監査法人に所属してい

る。

また、会計監査業務に係る補助者は、公認会計士等４名である。

⑨　３名の社外取締役を含む当社の役員は全て、ビルの区分所有者である「全旅連（全国旅館ホテル生活衛生同業

組合連合会）」の支部である各県の現、前理事長等から構成されている。

⑩　経営上のリスクについては取締役会で把握しており、また業務運営状況も把握し、その改善を図るための内部

統制を実施している。

⑪　当社の社外取締役及び社外監査役とは、人的関係、資本的関係、取引関係、その他利害関係はない。

 

(2）役員報酬の内容

　当社の取締役及び監査役は全員非常勤であり、ビル建替に向け内部留保の充実をはかるため役員報酬は支払って

いない。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（円）

非監査業務に基づく報酬
（円）

監査証明業務に基づく報酬
（円）

非監査業務に基づく報酬
（円）

2,000,000 - 2,000,000 -

 

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はない。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はない。

 

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はない。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について
　当社の財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づいて

作成している。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第51期（平成29年１月１日から平成29年12月31日ま

で）の財務諸表について、東陽監査法人により監査を受けている。

 

３．連結財務諸表について
　当社は子会社がないので連結財務諸表を作成していない。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
 

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成28年12月31日)
当事業年度

(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 71,672 69,866

有価証券 210,000 -

立替金 882 965

繰延税金資産 502 550

未収入金 1,041 -

その他 321 179

流動資産合計 284,421 71,562

固定資産   

有形固定資産   

建物 331,836 331,836

減価償却累計額 △183,651 △190,752

建物（純額） 148,184 141,083

構築物 6,477 6,477

減価償却累計額 △1,727 △2,375

構築物（純額） 4,750 4,102

工具、器具及び備品 6,954 6,954

減価償却累計額 △4,768 △4,940

工具、器具及び備品（純額） 2,185 2,013

土地 203,637 203,637

有形固定資産合計 358,758 350,837

無形固定資産   

電話加入権 67 67

無形固定資産合計 67 67

投資その他の資産   

投資有価証券 280,000 520,000

繰延税金資産 738 797

投資その他の資産合計 280,738 520,797

固定資産合計 639,564 871,703

資産合計 923,986 943,265

負債の部   

流動負債   

未払金 5,263 4,717

未払法人税等 10,596 9,859

その他 222 233

流動負債合計 16,083 14,811

固定負債   

長期預り敷金 35,709 35,845

長期未払金 - 13,189

役員退職慰労引当金 1,333 1,550

固定負債合計 37,042 50,584
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成28年12月31日)
当事業年度

(平成29年12月31日)

負債合計 53,126 65,396

純資産の部   

株主資本   

資本金 300,000 300,000

利益剰余金   

利益準備金 75,000 75,000

その他利益剰余金   

修繕積立金 100,000 100,000

建設資金積立金 276,000 291,000

別途積立金 89,000 91,000

繰越利益剰余金 30,860 34,085

利益剰余金合計 570,860 591,085

自己株式 - △13,216

株主資本合計 870,860 877,869

純資産合計 870,860 877,869

負債純資産合計 923,986 943,265
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②【損益計算書】
 

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成28年１月１日
　至　平成28年12月31日)

当事業年度
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年12月31日)

営業収益 98,326 97,133

営業費用   

給料及び手当 9,509 8,812

退職給付費用 630 720

役員退職慰労引当金繰入額 225 225

法定福利及び厚生費 724 1,009

旅費及び交通費 3,246 2,968

通信費 658 665

事務用品費 442 313

水道光熱費 299 270

交際費 177 162

賃借料 2,604 2,604

租税公課 18,412 18,477

会議費 777 1,123

印刷費 1,732 1,617

修繕費 675 2,089

減価償却費 7,926 7,920

保守管理費 8,717 8,849

その他 6,194 4,981

営業費用合計 62,955 62,811

営業利益 35,371 34,322

営業外収益   

受取利息 8 0

有価証券利息 1,411 922

雑収入 2,624 2,973

営業外収益合計 4,044 3,895

経常利益 39,415 38,218

税引前当期純利益 39,415 38,218

法人税、住民税及び事業税 12,689 12,359

法人税等調整額 783 △107

法人税等合計 13,472 12,252

当期純利益 25,943 25,965
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成28年１月１日　至　平成28年12月31日）

        (単位：千円)

 株主資本

純資産合計

 

資本金

利益剰余金

株主資本
合計

 

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 修繕積立金
建設資金
積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 300,000 75,000 100,000 261,000 87,000 27,916 550,916 850,916 850,916

当期変動額          

剰余金の配当      △6,000 △6,000 △6,000 △6,000

当期純利益      25,943 25,943 25,943 25,943

建設資金積立金の積立    15,000  △15,000 - - -

別途積立金の積立     2,000 △2,000 - - -

当期変動額合計 - - - 15,000 2,000 2,943 19,943 19,943 19,943

当期末残高 300,000 75,000 100,000 276,000 89,000 30,860 570,860 870,860 870,860

 

当事業年度（自　平成29年１月１日　至　平成29年12月31日）

         (単位：千円)

 株主資本

純資産合
計

 

資本金

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 
利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 
修繕積立
金

建設資金
積立金

別途積立
金

繰越利益
剰余金

当期首残高 300,000 75,000 100,000 276,000 89,000 30,860 570,860 - 870,860 870,860

当期変動額           

剰余金の配当      △5,739 △5,739  △5,739 △5,739

当期純利益      25,965 25,965  25,965 25,965

建設資金積立金の積立    15,000  △15,000 -  - -

別途積立金の積立     2,000 △2,000 -  - -

自己株式の取得        △13,216 △13,216 △13,216

当期変動額合計 - - - 15,000 2,000 3,225 20,225 △13,216 7,009 7,009

当期末残高 300,000 75,000 100,000 291,000 91,000 34,085 591,085 △13,216 877,869 877,869
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④【キャッシュ・フロー計算書】
 

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成28年１月１日
　至　平成28年12月31日)

当事業年度
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 39,415 38,218

減価償却費 7,926 7,920

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △1,575 217

受取利息 △8 -

有価証券利息 △1,411 △922

立替金の増減額（△は増加） 230 △83

未収入金の増減額（△は増加） △1,041 1,041

未払金の増減額（△は減少） △457 -

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） - 136

未払消費税等の増減額（△は減少） 2,475 △1,798

その他 △557 △324

小計 44,997 44,404

利息の受取額 1,418 1,064

法人税等の支払額 △16,913 △12,172

営業活動によるキャッシュ・フロー 29,503 33,298

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △180,000 △240,000

有価証券の償還による収入 80,000 210,000

定期預金の預入による支出 - △30,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △100,000 △60,000

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △5,196 △5,077

その他 - △27

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,196 △5,104

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △75,693 △31,806

現金及び現金同等物の期首残高 147,365 71,672

現金及び現金同等物の期末残高 71,672 39,866
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

該当事項なし

３．固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

定額法を採用している。

建物　　　　８年～50年

器具備品　　５年～８年

②　無形固定資産

ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込利用期間（５年）による定額法を採用して

いる。

４．引当金の計上基準

①　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に退職給付に係る期末自己都

合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

②　役員退職慰労引当金

現役員の退職慰労金支給に備えるため、当社の内規に基づく期末要支給額を計上している。

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３カ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっている。

 

（表示方法の変更）

該当事項はありません。

 

（追加情報）

　　　　　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当

事業年度から適用しております。

EDINET提出書類

株式会社全国旅館会館(E03896)

有価証券報告書

21/37



（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成28年１月１日　至　平成28年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 600,000 - - 600,000

合計 600,000 - - 600,000

 

２.自己株式に関する事項

株式の種類
当事業年度期首
（株）

増加 減少
当事業年度末
（株）

普通株式 - 26,007 - 26,007

　　(注）所在不明株主の株式取得による増加

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年３月18日

定時株主総会
普通株式 6,000,000 10 平成27年12月31日 平成28年3月19日

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当効力の発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年３月17日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 5,739,000 10 平成28年12月31日 平成29年3月18日

 

EDINET提出書類

株式会社全国旅館会館(E03896)

有価証券報告書

22/37



当事業年度（自　平成29年１月１日　至　平成29年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 600,000 - - 600,000

合計 600,000 - - 600,000

 

２.自己株式に関する事項

株式の種類
当事業年度期首
（株）

増加 減少
当事業年度末
（株）

普通株式 26,007 426 - 26,433

　　(注）所在不明株主の株式取得による増加

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成29年３月17日

定時株主総会
普通株式 5,739,000 10 平成28年12月31日 平成29年３月18日

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当効力の発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成30年３月15日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 5,735,000 10 平成29年12月31日 平成30年３月16日

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自　平成28年１月１日
至　平成28年12月31日）

当事業年度
（自　平成29年１月１日
至　平成29年12月31日）

現金及び預金勘定         71,672千円         69,866千円

預入期間が３カ月を超える定期預金 - △30,000千円

現金及び現金同等物 71,672千円 39,866千円

 

EDINET提出書類

株式会社全国旅館会館(E03896)

有価証券報告書

23/37



（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社は、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、デリバティブ等の投機的な取引は行わない方

針であります。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　投資有価証券は、主に満期保有目的の債券であり、市場価格の変動リスクに晒されております。営業債

務は、ほとんど1年以内の支払期日であります。預り敷金は、賃借人(入居者)からのものであり、賃借人

が退去する際に返還義務を負うものであります。

 

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

　満期保有目的の債券は、資金運用管理規定に従い、格付の高い債券のみを対象としているため、信用リ

スクは僅少であります。

②市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

　投資有価証券については、定期的な時価や発行体(取引先企業)の財務状況を把握し、また、保有状況を

継続的に見直しております。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

前事業年度（平成28年12月31日）

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 71,672 71,672 -

(2）有価証券 210,000 210,329 329

（3）投資有価証券 280,000 281,192 1,192

 

当事業年度（平成29年12月31日）

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 69,866 69,866 -

(2）有価証券 - - -

（3）投資有価証券 520,000 519,300 △700

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1）現金及び預金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(2）有価証券　(3）投資有価証券

日本証券業協会が公表する売買統計参考値によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）
 

区分
前事業年度

（平成28年12月31日）
当事業年度

（平成29年12月31日）

長期預り敷金 35,709 35,845

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる。

 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

前事業年度（平成28年12月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 71,672 - - -

有価証券及び投資有価証券     

満期保有目的の債券     

社債 210,000 280,000 - -

合計 281,672 280,000 - -

 

当事業年度（平成29年12月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 69,866 - - -

有価証券及び投資有価証券     

満期保有目的の債券     

社債 - 520,000 - -

合計 69,866 520,000 - -
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（有価証券関係）

満期保有目的の債券

前事業年度（平成28年12月31日）

 種類
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1）国債・地方債等 - - -

(2）社債 410,000 411,569 1,569

(3）その他 - - -

小計 410,000 411,569 1,569

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1）国債・地方債等 - - -

(2）社債 80,000 79,952 △48

(3）その他 - - -

小計 80,000 79,952 △48

合計 490,000 491,521 1,521

 

当事業年度（平成29年12月31日）

 種類
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1）国債・地方債等 - - -

(2）社債 200,000 200,460 460

(3）その他 - - -

小計 200,000 200,460 460

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1）国債・地方債等 - - -

(2）社債 320,000 318,840 △1,160

(3）その他 - - -

小計 320,000 318,840 △1,160

合計 520,000 519,300 △700

 

（デリバティブ取引関係）

　当社は、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の退職給付制度として、退職一時金制度を設けている。

　退職一時金制度は、退職金支給規程によっており、その主な内容は次のとおりである。

(1）勤続期間３年以上の社員が退職又は死亡した場合支給を行う。

(2）退職時における本給月額に勤続年数別支給率を乗じた額を支給する。

 

２．退職給付債務に関する事項

 
前事業年度

（平成28年12月31日）
当事業年度

（平成29年12月31日）

退職給付債務（千円） - -

退職給付引当金（千円） - -

 

３．退職給付費用に関する事項

 
前事業年度

（自　平成28年１月１日
至　平成28年12月31日）

当事業年度
（自　平成29年１月１日
至　平成29年12月31日）

退職給付費用（千円）   

(1）勤務費用（千円） - -

その他（千円） 630 720

計 630 720

（注）　「その他」は、特定退職金共済への掛金支払額である。

 

（税効果会計関係）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前事業年度

（平成28年12月31日）
 

当事業年度
（平成29年12月31日）

繰延税金資産    

減価償却超過額 513千円  319千円

役員退職慰労引当金 225千円  478千円

未払事業税 502千円  550千円

繰延税金資産合計 1,241千円  1,348千円

繰延税金資産の純額 1,241千円  1,348千円

 

 

（持分法損益等）

　当社は関連会社を有していないので、該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

　該当事項はありません。
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（賃貸等不動産関係）

　当社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む）を有しております。前事業年

度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は35,371千円であります。

当事業年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は34,322千円であります。

　また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前事業年度

（自　平成28年１月１日
至　平成28年12月31日）

当事業年度
（自　平成29年１月１日
至　平成29年12月31日）

貸借対照表計上額   

 期首残高 366,685 358,758

 期中増減額 △7,926 △7,920

 期末残高 358,758 350,837

期末時価 1,470,000 1,521,000

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前事業年度の主な減少額は減価償却費（7,926千円）であります。当事業年度の主な減

少額は減価償却費（7,920千円）であります。

３．期末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額に路線価等の指標を用いて調整を

行った金額であります。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、貸ビル事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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【関連情報】

前事業年度（自　平成28年１月１日　至　平成28年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　損益計算書の売上高は、すべて本邦の外部顧客への売上高であるため、地域ごとの売上高の記載を省

略しております。

 

(2）有形固定資産

　貸借対照表の有形固定資産の金額は、すべて本邦に所在しているため、地域ごとの有形固定資産の記

載を省略しております。

 

(3）主要な顧客ごとの情報

 単位：千円
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合会 16,000 貸ビル事業

Ｓ＆Ｙコーポレーション有限責任事業組合 16,369 貸ビル事業

 

当事業年度（自　平成29年１月１日　至　平成29年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　損益計算書の売上高は、すべて本邦の外部顧客への売上高であるため、地域ごとの売上高の記載を省

略しております。

 

(2）有形固定資産

　貸借対照表の有形固定資産の金額は、すべて本邦に所在しているため、地域ごとの有形固定資産の記

載を省略しております。

 

(3）主要な顧客ごとの情報

 単位：千円
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合会 16,000 貸ビル事業

Ｓ＆Ｙコーポレーション有限責任事業組合 16,649 貸ビル事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

(ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前事業年度（自　平成28年１月１日　至　平成28年12月31日）

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

主要株主

全国旅館ホテ

ル生活衛生同

業組合連合会

東京都 50,000
同業者の組

合運営
被所有24.4％

当社所有土

地の賃貸

土地の賃貸

料の収受
16,000 - -

 

当事業年度（自　平成29年１月１日　至　平成29年12月31日）

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

主要株主

全国旅館ホテ

ル生活衛生同

業組合連合会

東京都 50,000
同業者の組

合運営
被所有24.6％

当社所有土

地の賃貸

土地の賃貸

料の収受
16,000 - -
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成28年１月１日
至　平成28年12月31日）

当事業年度
（自　平成29年１月１日
至　平成29年12月31日）

 
１株当たり純資産額 1,517.20円

１株当たり当期純利益金額 44.20円
 

 
１株当たり純資産額 1,530.54円

１株当たり当期純利益金額 45.25円
 

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在していないため記載していない。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在していないため記載していない。

（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前事業年度

（自　平成28年１月１日
至　平成28年12月31日）

当事業年度
（自　平成29年１月１日
至　平成29年12月31日）

当期純利益（千円） 25,943 25,965

普通株主に帰属しない金額（千円） - -

普通株式に係る当期純利益（千円） 25,943 25,965

期中平均株式数（株） 586,996 573,780

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【債券】

銘柄 券面総額（千円）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証券
満期保有目

的の債券

利付商工債　　い第769号 100,000 100,000

利付商工債　　い第788号 100,000 100,000

利付商工債　　い第796号 80,000 80,000

利付商工債　　い第803号 100,000 100,000

利付商工債　　い第806号 140,000 140,000

小　　計 520,000 520,000

計 520,000 520,000

 

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 331,836 - - 331,836 190,752 7,100 141,083

構築物 6,477 - - 6,477 2,375 647 4,102

工具器具及び備品 6,954 - - 6,954 4,940 172 2,013

土地 203,637 - - 203,637 - - 203,637

有形固定資産計 548,906 - - 548,906 198,068 7,920 350,837

無形固定資産        

電話加入権 67 - - 67 - - 67

無形固定資産計 67 - - 67 - - 67

 

 

【社債明細表】

　該当事項はない。

 

【借入金等明細表】

　該当事項はない。

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

役員退職慰労引当金 1,333 225 - 8 1,550

　（注）役員退職慰労引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は見積りの見直しによる取崩額であります。

【資産除去債務明細表】

　該当事項はない。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

資産の部

①　現金及び預金

内訳 金額（千円）

現金 39

普通預金 39,826

定期預金 30,000

合計 69,866

 

負債の部

①　長期預り敷金

テナント名 金額（千円）

S＆Yコーポレーション有限責任事業組合 5,662

㈱ＦＩＮＣ 1,875

㈱マクロプランニング 1,703

志公会 4,444

永田町新綜合法律事務所 3,264

全国旅館業厚生年金基金 2,459

上野・浅野法律事務所 4,221

サーブホテルズ㈱ 2,246

（社）日本温泉協会 1,350

㈱プライムオン 1,661

(社)ESCO推進協議会 958

(社)ESCO推進協議会エコリース促進事業部 2,521

(社)日本旅館協会 3,477

合計 35,845

 

（３）【その他】

　該当事項はない。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 定款に特別の定めはない

株券の種類 株券不発行

剰余金の配当の基準日 12月31日

１単元の株式数 該当なし

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田区平河町2-5-5

株式会社全国旅館会館　総務部

株主名簿管理人 なし

取次所 なし

名義書換手数料 無料

単元未満株式の買取り  

取扱場所 ――――――

株主名簿管理人 ――――――

取次所 ――――――

買取手数料 ――――――

公告掲載方法 電子公告（当社ホームページ）

株主に対する特典 なし
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　該当事項はない。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第50期）（自　平成28年１月１日　至　平成28年12月31日）平成29年３月23日関東財務局長に提出

(2）半期報告書

　（第51期中）（自　平成29年１月１日　至　平成29年６月30日）平成29年9月22日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はない。
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独立監査人の監査報告書

 

 

  平成30年３月16日

株式会社　全国旅館会館   

 

 取締役会　御中  

 

 東陽監査法人  

 

 
指定社員

業務執行社員

 

 
公認会計士 浅山　英夫　　印

 

 
指定社員

業務執行社員

 

 
公認会計士 桐山　武志　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社全国旅館会館の平成29年１月１日から平成29年12月31日までの第51期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細

表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

全国旅館会館の平成29年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

株式会社全国旅館会館(E03896)

有価証券報告書

37/37


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２営業収入の状況
	３経営方針、経営環境及び対処すべき課題等
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）所有者別状況
	（７）大株主の状況
	（８）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	（９）ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	（１）株主総会決議による取得の状況
	（２）取締役会決議による取得の状況
	（３）株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	（４）取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４株価の推移
	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況等
	（１）コーポレート・ガバナンスの状況
	（２）監査報酬の内容等
	①監査公認会計士等に対する報酬の内容
	②その他重要な報酬の内容
	③監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容
	④監査報酬の決定方針



	第５経理の状況
	１財務諸表等
	（１）財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③株主資本等変動計算書
	④キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報
	関連情報
	報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
	報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報
	報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
	関連当事者情報

	⑤附属明細表
	有価証券明細表
	債券
	有形固定資産等明細表
	社債明細表
	借入金等明細表
	引当金明細表
	資産除去債務明細表


	（２）主な資産及び負債の内容
	（３）その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

